









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(七） 第 7号関係 本号中「署名を成立させ」とは，地方自治法第74条及び第75条に定め
る数に達する選挙権者の連署を得ることをいう．






















(二） 第 2号関係 「その他の利益」とは，金銭，物品のみでなく権利の授与，貸与等有
形，無形の利益をいう．
(三） 第 3号関係 本号は，法第 102条第 1項前段の規定と同趣旨の規定であって，「関
与」とは，援助，勧誘，仲介，あっ旋等をいう．たとえば，課員が課内の党員の党費
をとりまとめることは違反となる．
(四） 第 4号関係 「国家公務員」には，特別職に属する国家公務員をも含み，地方公務
員その他国家公務員以外の者に金品を「与え又は支払う」行為は，本号の規定に該当
しない．



















(七） 第 7号関係 本号の行為も当然政治的目的をもつ行為とされる．自己の購読した
機関紙の一部をたまたま友人に交付するような行為及び単なる投稿等は，本号に該
当しない．
(八） 第 8号関係 「勧誘運動」とは，第 6号にいう「勧誘運動」に準じて解釈されるべ
きである．従って，選挙に際したまたま街頭であった友人に投票を依頼するような
行為は該当しない．
(九） 第 9号関係 「運動」及び「企画し」とは，それぞれ第 6号の「運動」及び第 5号
の「企画し」に準ずる．又，「主宰」とは，実施につき自らの責任において総括的な
役割を演ずることを，「指導し」とは，樹立された計画に基き実施を具体的に指導す
ることを，「その他これに積極的に参与すること」とは，企画，主宰，指導の外，署
名運動を企画，主宰又は指導する者を助け又はその支持を受けて署名運動において
推進的役割を演ずることをいう．なお，単に署名を行う行為は，本号の規定に該当
しない．
(十） 第10号関係 「示威運動」とは，多衆の威力を示すため，公衆の目につき得る道路，
広場等を行進すること等をいう．単に「示威運動」に参加することは本号に該当し
ない．
(十一） 第11号関係 「集会」とは，屋内，屋外を問わず一定の目的のための多数人の集
合を，「多数の人に接し得る場所」とは，公会堂，公園，街路等をいい，現に多数人
の参集している ことを要しないが，参集し得る状態にあることを要する．「拡声
器，ラジオその他の手段を利用し」とは，多数人に音声を伝達することのできる手段
を用いることをいい，多数の人に接し得る場所におけると否とを問わない．又「公
に」とは，「不特定多数の者に」の意味である．従って，組合員だけの非公開の会合
の場合等は，本号に該当しない．
(十二） 第12号関係 「文書又は図画」には，新聞，図書，書簡，壁新聞，パンフレット，
リーフレット，ビラ，チラシ，プラカード，ポスター，絵画，グラフ，写真，映画の
外，黒板に文字又は図形を白墨で記載したもの等も含まれる．「国，特定独立行政法
人又は日本郵政公社の庁舎（特定独立行政法人又は日本郵政公社にあっては，事務
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所．以下同じ．），施設等」とは，国，特定独立行政法人又は日本郵政公社が使用し又
は管理する建造物及びその付属物をいい，固定設備であることを要しない．「掲示さ
せ」又は「利用させ」る行為には，他の者が掲示し又は利用することを，国，特定独
立行政法人又は日本郵政公社の庁舎（特定独立行政法人又は日本郵政公社にあって
は，事務所），施設，資材又は資金管理の責任を有する者が許容する行為も含まれる．
なお，本号後段の行為には，政治的目的のためにすることが必要であるが，前段の行
為にはこれを必要とせず，行為の目的物たる文書又は図画が政治的目的を有するも
のであることをもって足りる．
(十三） 第13号関係 「形象」とは，彫刻，塑像，模型，人形，面等をいう．職員が政治
的目的をもつ文書，図画等を著作し又は編集した場合，それがこれらの「もの」を
「発行し，覧に供し，掲示し若しくは配布し又は多数の人に対して朗読し若しくは聴
取させる」ために行ったものでない限り，本号にいう政治的行為には含まれない．
なお，本号の行為は，行為者の政治的目的のためにする意思の有無を問わず，行為の
目的物が，政治的目的を有するものであれば足りる．
(十四） 第14号関係 「演出」には，俳優として出演することは含まれない．「これらの
行為を援助する」とは，演劇の脚本を提供し，その演劇の上演のために資金を与え又
は募り，無償又は不当に安い対価で資材，設備，労働力，技術等を提供し，又はこれ
らをあっ旋し，積極的に宣伝を行うこと等を含む．
(十五） 第15号関係 「その他これらに類するもの」には，まん幕，のぼり，はち巻」た
すき，ちょうちん等が含まれる．
(十六） 第17号関係 本号は，この規則の脱法行為を禁止するものである．
五 違法性を阻却する場合
第 7項は，形式的には，この規則の違反に該当する行為であっても，職員が正当な職
務を遂行するために当然行う行為である場合には，この規則違反の制裁を受けないこ
とを明らかにしたものである．たとえば，労働情勢の調査の職務を有する職員が，各
種の政党機関紙を関係職員に配布又は回覧に供する行為等は，この規則の禁止又は制
限するところではない．又，この規則は，憲法第23条に規定する学問の自由を拘束す
るような趣旨に解釈されてはならないことも当然である．
（４）地方自治法
（政治的行為の制限）
第36条 職員は，政党その他の政治的団体の結成に関与し，若しくはこれらの団体の役
員となつてはならず，又はこれらの団体の構成員となるように，若しくはならないよ
うに勧誘運動をしてはならない．
２ 職員は，特定の政党その他の政治的団体又は特定の内閣若しくは地方公共団体の執
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行機関を支持し，又はこれに反対する目的をもつて，あるいは公の選挙又は投票にお
いて特定の人又は事件を支持し，又はこれに反対する目的をもつて，次に掲げる政治
的行為をしてはならない．ただし，当該職員の属する地方公共団体の区域（当該職員
が都道府県の支庁若しくは地方事務所又は地方自治法第二百五十二条の十九第一項の
指定都市の区に勤務する者であるときは，当該支庁若しくは地方事務所又は区の所管
区域）外において，第一号から第三号まで及び第五号に掲げる政治的行為をすること
ができる．
一 公の選挙又は投票において投票をするように，又はしないように勧誘運動をする
こと．
二 署名運動を企画し，又は主宰する等これに積極的に関与すること．
三 寄附金その他の金品の募集に関与すること．
四 文書又は図画を地方公共団体又は特定地方独立行政法人の庁舎（特定地方独立行
政法人にあつては，事務所．以下この号において同じ．），施設等に掲示し，又は掲示
させ，その他地方公共団体又は特定地方独立行政法人の庁舎，施設，資材又は資金を
利用し，又は利用させること．
五 前各号に定めるものを除く外，条例で定める政治的行為
３ 何人も前二項に規定する政治的行為を行うよう職員に求め，職員をそそのかし，若
しくはあおつてはならず，又は職員が前二項に規定する政治的行為をなし，若しくは
なさないことに対する代償若しくは報復として，任用，職務，給与その他職員の地位に
関してなんらかの利益若しくは不利益を与え，与えようと企て，若しくは約束しては
ならない．
４ 職員は，前項に規定する違法な行為に応じなかつたことの故をもつて不利益な取扱
を受けることはない．
５ 本条の規定は，職員の政治的中立性を保障することにより，地方公共団体の行政及
び特定地方独立行政法人の業務の公正な運営を確保するとともに職員の利益を保護す
ることを目的とするものであるという趣旨において解釈され，及び運用されなければ
ならない．
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